クラウス・ティーデマン「経済犯罪学的研究の目標と課題」 by 垣口 克彦
〔資　料〕
　　　クラウス・ティーデマン
経済犯罪学的研究の目標と課題
K1aus　Tiedemann；Zie1e　und　Prob1eme　wirt－
schaftskrimino1ogischer　Forschung，in：Fest－
schrift　f廿r　Richard　Lange，1976，S．541ff．
垣　　口　　克　　彦
　筆者ティーデマンが西ドイツにおいて特に最近では経済刑法・経済犯罪
の分野で第一人者として活躍していることはすでにわが国でもよく知られ
ている。
　ここに紹介する論文では，ティーデマンは序言に当る部分で，まず祝賀
を受ける高齢者リヒァルト・ランゲの経済犯罪の分野における業績を高く
評価し，本稿の狙いが経済犯罪の問題を取り扱ったランゲの著書・論文を
参照しつつ，経済犯罪学的研究（wirtschaftskriminologischeForschung）
の目標と課題を再検討し，その真価を認めようとするところにあることを
明らかに・したうえで，本論において表題の問題に閑する彼の基本的な立場
を表明している。
　その内容は，I．西ドイツにおける経済犯罪学的研究の現状，u．経済
犯罪学的な調査研究の目標，㎜．経済犯罪学的研究における研先方法と研
究の対象，1V．経済犯罪の原因の探究，の4節に分説されているが，各節
において示された筆者の所見は，筆者が西ドイツにおいて積極的に経済犯
罪の問魑に取り組み，この種の問題に関する実態調査を手掛け，経済犯罪
防遇のための具体的な立法提案をなし，学問的にも，また（経済刑法の領域
における）刑法改正との関係においても人きな成果をあげているこの分野
の第一人者であるだけに，今後の経済犯罪学的研究のありソ∫に大きな影響
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を与えずにはおかないであろう。また，わが困において，われわれがこの
種の研究に取り細む際に，筆者の所見が大いに参考になることは疑いのな
いところである。ここに収り立てて本稿を細介する理山があるといえる。
　以下はティーデマンの論述の要約である。
＊　　　　＊　　　　＊
I
　苧済犯コドの形路条件。一争占果および行為者の学術咋な研先としてgD祥済
犯罪学（Wirtschaftskrimino1ogie）は，　なるほどずっと前に創設された
経済犯罪捜査学（Wirtschaftskriminaユistik）にその獺似物を＾出すが，
連邦共州．即こおいては，犯罪学の経験的な部分として数十年このかた帖視
されてきた。具休的な仙別的報㌫は，つい最近まで，ほとんどもっぱら個
別的な学位言■■f求論文0川1に見出される。これらの著作物はなるほど収るに
足りないものとはいえないが，特に重要な研究成果でもない。とりわけ，
これらの研究の梱互比車交と，それとともに体系的な，理論的に方向づけら
れた分析的洲旺は，これらの著作物のたいていのものが様様な方法論的な
発独にもとづき，川1uされた経験的な資料も狭い晦問的，㍗問的な範囲に
限定され，また［l1心となる側点があるものはより犯罪学的，あるものはよ
り刑法解釈学的，1甘には経済学的あるいは法政災的である牟めに，全く不
可能ではないとしても，かなり難しくなる。
　それにまた，ドイツの犯罪学の教科沓も，経済犯非の問題に，嬢曙しな
がら，手探りの状態で注意を払っているにすぎない。
　．さて・アメリカ合衆国の犯罪社全学は・とりわけサザrランドの著名・な
研究とともに，すべての現代の，経済犯罪者および経済犯罪に関する研究
の確かな出発点であり，そのための刺激であった。しかしながら，サザー
ランドのことさらに杜会批判的な発想は経済犯罪学的研究の全体計固にと
ってはあまりにも狭く，あまりにも一而的であることが，諦外困の犯罪学
においても，　またドイツの犯堺学においてもまもなく認められるに至っ
た。もはや全く新しいというほどのものでもないアメリカ合衆国における
研先と，その大幅に社会学的な研先方法にl1111執しないとしても，それに依
’存することは，閉らかに，ドイツの学問がフランスにおいてはすでに久し
く経済犯罪（crimina1it6d’affaires）が研究の対象であったこと，特殊な
経済犯罪学がベルギーにおいて構忠されたこと，この種の研究がオランダ
では少なくとも20イ「このかた存在することについて知識を得ることさえも
妨げたのである。
皿
　数年このかた実施されてきたわれわれの経済犯箏ト学的な調査研先の目概
は，雛もが．認めるように，法政策的なもの（rechtspo1itisches）である。
無目的的ではなく，（犯罪現象学の知識にもとづく）刑法の改］三および
原因の発見による）経済法の改良という目襟に向けられた，できるだけ包括
的な経験的資料の分析は，われわれには，現在の経済犯罪学的研究の適切
な基本的発忠であると思われる。それとともに，辛11会政災的あるいは社会
批判的な指導理論が検証されるべきではなく，また偽って作り上げられる
べきではない。むしろ，できるだけ代表的な形態における・事実的なぞ王料を
閉らかにし，それを調査研究することが1板婆である。
　このようなわれわれの発独の正当性といえなければ，その合目的性をリ」
らかにするために，われわれは，その実例として，まず第一に，μ｛1際会議
から，1973年のストックホルムにおけ宕第白1〕1ヨニロッパTl」法大臣会議と
1976年の第12uヨーロッパ犯サF学研究所蔓会談を引き合いに出すことがで
きよう。oo者においては，いわば職務上肖然に法政災的な矧いづけのなさ
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れた決議がまとめられているし，また後者においては，経済犯罪の防邊の
ための法規の統一と改良が迫求されている。　さらに，外国の犯罪学から
は，たとえぱベルギーの若い犯罪学者（G．ヶレンス）の法政災的な徴向を
もつ理論的な着想が強調されう孔
　このような法政策的な研究の重要性を個別的に詳説することの必婁性
を，ランゲは彼1「身の最近の著沓（Lange，Strafrechtsreform．1972．）に
より，われわれから取り除いたといえる。つまり彼は，とりわけ，財産犯
罪の伽域においては決して過失の犯罪化を行なわないというドイツ逃邦司
法省の体系的一ドグマーティシュな立場に言及し，補地金、1乍収の実例にも
とづいて，このような概括的な態度が経済犯罪の適切な立法上の取り扱い
にとって，いかに不適当であるかを指摘する。実際に，連邦司法省は，わ
れわれによって捉示され，分析評価された資料の強い影響のもとでようや
く，そうするうちに重過失の補助金詐収についてもその社会的有」lL泄を認
め，　第1次経済犯罪1伽」二法草案によって，　それに相応する犯罪構成要作
（§264n．F．StGB）の新設を承認した。
　従来より，取引所法（Bδrsengesetz）の新姐定に閑する公の理1j1苫にお
いても，そこで，ユ則1所制度の伽域においては実際に犯罪は生じないとい
うことが，草案がたいていの、1‘該の犯罪構成要件の削除を批案するという
帰紬を伴って，上張される場合には，絡済の実態に閑する明らかな無知
と，それにもとづく立法上の断定の一山一吐が兄出される。火際にこの種の
犯界で起訴される事例はきわめて稀であって，われわれの共同研究者の一
人が，新州搬辿の分析によるとか，退職した収州折内部の人，現職のユ則■
所狸事，名誉問魑に閑する調停の委員等に貫問して，その結果を分析する
という正統ではなく，方法的にも不確かな手段で当該犯罪の暗数の部分を
探究することを企てたほどである。その場合，すでに現行刑法の下に含ま
れるか，さもなければ犯罪と眼界を披する灰色の触域に属する多数の犯行
の形態が明らかになった。とりわけ取引所内部にあって情報を得るのに有
利な地位を濫用する行為が閉るみに出され，それの検討を通じて，その防
遇のためには背仔および詐欺の構成要件では不十分であることが明らかに
なり，われわれの第49nドイツ法帝大会の報告書においても，また刑法典
対案（1976年）においても当該の特別構成要件の新設が提案されることと
なった。
　ここではただ実例として挙げられたにすぎないこれら二つの領域が，す
でに，根木的なそま料獲得の困難性を明らかにする。経済法，それとともに
経済刑法および経済犯罪の大部分の頷域には，法律上の秘密保護という壁
がある。したがって，たとえば外旧貿易犯罪や租税犯罪の調査研究は，主
務宮庁との個人的な親しい関係にもとづいてのみ可能であり，またいわゆ
るコンピュータ犯罪の価域における裁半■」によらずに処理された犯罪σ）調査
は，　’l1該他囲の民常准業との接触なくしては，特に銀行の旬て域において
は，　それにまた監査人，破産管財人，経済監督官庁等との接触なくして
は，実際上不可能である。結局，経済犯罪の現象形態の認識は，それぞれ
の析究者が完全にあるいは部分的にそれぞれの調査研究されるべき経済部
門の内幕に閉るい人となることを条件とする。
　つぎに，経済犯罪学的研究における研究方法と研究の対象について言及
されなければならない。その点において，コンピュータ犯罪，収引所犯
罪，補助金犯罪，ワイン犯罪および競争犯罪というような非常に多様な領
域に根拠が置かれるわれわれの従来からの洞察によれば，古典的な犯罪学
上の研究と予測の中心点に存する行為者を調査研究し，たとえばある種の
行為者類型を捜し求めることはそれほど重要な問題ではありえない。この
ように行為者に方針づけられた経済犯罪学を拒絶する理由は，何も，近頃
しばしば過度に華調される（最近のラベリング・アプローチの意味における）
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社会的反作用過不一一という場合の発想を有益なものと几倣したということに
あるのではない。むしろ，われわれは，従来からの調杏研究にもとづき，
r経済犯罪者というもの」は存在しないという児解をとるのであって，こ
のような考え方は，第！4回フランス犯罪学会議における国際的な意見の交
換に際して示されたのであり，またランゲの主碓とも完全に一致する。特
に，「経済犯罪者というもの」は，決してリ1示されうる典型的な，職業的
経歴における「疵（Knick）」を持ってはいないのであり，また決して一
般的に特有の抜け目なさ，知能あるいはその他の榊11粉析学上の側面から
帰せられる特性により傑出した存在でもない。一般的に言って，経済生
活において活動しているほとんどあらゆる人は，　通例，　外部的な誘惑
（乞uBere　Ver1ockung）に属する一定の前提条件のもとで経済犯罪者とな
りうる。．
　かくして；経済犯罪学的研究にとっての行為者の問題は，むしろ第二次
的なものであるから，伝統的な犯罪学の意味における現象形態と原因の探
究，つまり現象学（Ph直nomenologie）と原囚学（Atiologie）に他に優越
した意義が帰せられるのは当然のことである。
　当該犯罪の現象形態の探究とその知識は，まず第一に，当該犯罪構成要
件の将来の規定のために重要である。というのは，附属刑法上の構成要件
は，これまで一般に，経済法上の命令規範・禁止規範に単純に依存してい
るにすぎないからである。現象形態の類型化，その頻度の確認およびその
末1二会的有害性の評価がなされてはじめて，われわれは将来の刑法上の統制
ならびに刑法以外の社全統制の可能な出発点について語ることができる。
その場合，社会学および心理学は，いずれにせよ，今までのところただ補
功科学の地位をπhめうるにすぎない。ただ単に原因の探究のためだけでは
なく，すでに経済犯罪の現象形態についての「正確な」認識と整序のため
の原則は，むしろ，ただ法的一規範的（juristisch－nOfmativ），ならびに
管野中（δkon？misch）なものでのみありうる。　このようなことを指摘し
なければならないきっかけを一字えたのは，若干の最近のドイツの犯罪祉会
学者の研究，とくにオップのr経済犯罪の朴会学』（Opp，Sozio10gie　der
Wirtschaftskriminalit身t．1975．）である。本書は，有益な個別的提案に
もかかわらず，全体としてはなはだしく単純であり時代迷れであるだけで
はなく・「請負の」・絡済と．の関係を失った・経済犯罪の議論の蜘王■州であ
る。ここには，特殊な経済朴会学（Wirtschaftssoziologie）の火女11の結果
’が明白に現われている。とりわけ，ここにおいても，社会学に他に優越し
た地位を与えようとする要求は，「経験的知識があまりにも少なく，また
あまりにも評論風な」従来からのドイッ社会学の学閥的状況に直面して，
ただ単に学問的に誤っているのみならず，政彼的にも危険であるとわれわ
れには思われる。社会学および心理学は，経済犯罪学的研究の伽域におい
ては，それらがそれらのもつ一般的な発想を放棄し，たとえばシュメルダ
ースの学派の意味において特殊な財政心理学（FinaDzpsycho1ogie）とな
る場合にはじめて，頚1要で有益な機能を営みうる。要するに，汁会科学
　（Sozialwissenschaft）そのものは，それ以上の特殊化なくしては，経済
犯罪の問題の探究の場合に，更にそれ以上に役立つことはできないのであ
る。
　さて，たいていのその他の犯罪とはホロ違して，経済犯罪は，正常な経済
活動との限界が非常にあいまいであり，その結果については経済的な全判
断なくしては見分けがつかず，またその犯行の態様と動機については「正
常な」，具体的な社会において通用している経済的一規範的な秩序の枠を
基にして判定されうるといえる。それ故，エコノミーという棚点の下での
経済犯罪学的研究の特殊化と経験的な基礎づけが絶対に必要である。
　そういう風にして，その時その時の法制度・文化制度に拘東された，経
済犯罪の領域における犯罪学的研究が，どれほど大きな制約を受けている
のかを，ランゲによって特に継続的に採上げられたカルテル犯罪の実例が
示すであろう。競争制限禁止法は，カルテル協定それ自体を禁止せず，む
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しろその上1973年の改正以降，Ll」小企業の間の協業さえも閉確に奨励し，
その他の点でも，適用範囲を大幅に制限するのであるから，　カルテル犯
罪，その結果およびその杜会的有害牲の犯罪学上の分析は，この種の経済
法上ならびに綴済政策上の予めの決定に沿って行なわれなければならな
い。その他にも，たとえば経済的に強力な地位の濫用行為の調査研究とそ
の評価は，現行法の不十分休のため，刑法以前の段階で，カルテル法がこ
の種の行為を禁止するに至っていないということにより，制限されること
になる。
　その上，朴会科学的に動機づけられた「現代的な」犯罪社会学が経済犯
罪学に及ぽすその他の影響もまた，せいぜいわかりきったことである。・今
□の刑法政策（Strafrechtspo1itik）のダイナミックな動き，　それどころ
かその緊急一昨のため，まさに経済犯罪の領域においては，「経済犯罪の社
会学」というような同りくどい試みを問題にする余地がない。
w
　経済犯罪の原閃の探究においては，とりわけ競争者の行為が，そしてま
たそれと並んで経済法上の，つまり刑法以外の規範定立の不十分性が，前
述の外部的ぢ誘惑という場合の，他に優越した要閃と老えられる。広範な
伽域における経済犯罪にとって特に典型的な脱法行為（Umgehungshand－
lung）のJ易合には，このことがリ］瞭である。ここでは，「行為者」の行為
は，法規の下には属しないのであり，したがって当該の間隙の立法上の閉
鎖という問題が他に優越した課題となる。
　しかしまた，経済法のこの種の問隙と並んで，経済政策および経済生活
の全制度が紛れもなく犯罪原因的な要因を意味するということが認識され
なければならない。われわれはこのことを補助金犯罪の領域について立証
しようとした。政府が補功金を交付する場合には，公共的な給付の片務的
な認可が問題であり，このような片務的な給付の交付は灰対給付という白
ずから具わった統制手段と対置されてはいない。それ故に，われわれは私
入への公共的な補功金交付を「先例がないほどの犯罪原因的な状況」と解
したのであり，将来の法律においては，臼ずから具わった統制メカニズム
の欠女□が特殊な使用履行義務，償還条項，監督権限等により補充されるべ
きであろう。この場合，もちろん，ユ則i締済的秩序へこのような計両経済
的な要素を取り入れるという手段は，例外であるに止まらなければなら
ず，肖該犯罪が因民経済上危険であるか，あるいはネーl1会倫理的に耐えがた
いほどの上易合に制限されなければならない。とりわけ，概争経済的に維序
された市場経済の箏象への強度な干渉はすべて紛れもなく多かれ少なかれ
犯罪原囚であることが考慮に入れられるぺきである。
　市場経済的に艦序された概争経済の領域においては，競争者，それ故に
商敵の行為が，前述の他に優越した外部的な誘惑の一部をなす。個個の企
業家は商敵の行為を観察しているという単純な用知の事実は，最近の学椚
心理学（Lempsychologie）が展開したような科学的に某礎づけられた学
習の理論にまで至1」達するのであって，それはまたすでに素朴な形で，犯圷
行動の発生に関手るサザーランドの見解の一般的な某礎になっていた。そ
れとともに，経済犯罪捜査学において主張されるいわゆる経済犯罪の吸引
作用・伝染作用（so9．Sog－und　Ansteckungswirkung）に関する兄解の
ための理論的基礎が提伐される。このような兄解に対しては多くの疑問が
提出されているが，われわれによって調査研1究された補幼金犯罪の価域に
おいてのみならず，たとえば，不純な食料品・ワインの製造，農作物保護
関税適脱ならびに関税犯罪の頷域において，これらの犯罪は個人の実例に
よって伝染させられることが証明されている。たとえ当該犯罪の暗数の部
分がどれほどの大きさであり，　その正確な発生率がどの程度に高いのか
が個別的にははっきりしていないとしても，　このような事実は制裁制度
（Sanktionswesen）についての改革の必要性を示し，この問題には中心的
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な意義が伴う。この場合，有用な経済刑法（Wirtschaftsstrafrecht）が
潜在的な犯罪者の一群に対して高い一般予防力を持つことができ，それと
同時に（犯罪者でない者は刑法規範の圧迫と威嚇を回避しうるのであるから，その
ような意味において）白内糀神的一E帖主義的な定見の表現であることは，
われわれには確実であると思われる。
＊ ＊　　　＊’
　以上がティーデマンの論述の要約である。その主張は大綱においてすべ
て首肯するに値するものと考えられ，冒頭においても言己したように，そこ
にはわれわれにとって多くの学ぷぺき点が含まれているが，紹介者として
は，ここでは経済犯罪学的研先の目標に関する筆者の所見をき？かけとし
て考えさせられたことを簡単に述ぺるに止めておきたい。
　さて，ティーデマンは，経済犯罪学的な調査研究の目標が法政策的なも
のであること，つまりこの種の調査研究が経済犯罪防遇のための刑法およ
び経済法の改正という明確な目的意識のもとに遂行されなければならない
ことを確認し，またそのためには，経済犯罪学においては何よりもまず経
済犯罪の実態把握のための経験科学的な実証的研究が重要な位置を占める
ことを強調している。これが経済犯罪学的研究のあり方に関する彼の基本
的な立場である。ところで，刑法改正の場合には，とりわけ新たな犯罪構
成要件の創設に際しては，当該犯罪について，その実質的な処罰の必要と
根拠が十分明白に認められることが必要であり，またそのためには，改正
に実証的根拠を与える調査研究が不可欠である，という老え方は，一般的
に承認されているものと思われる。しかし．このような基礎的な調査研究
のために犯罪学がどれほどの貢献をなしてきたかについては，疑問が残
る。西ドイツにおいては，筆者が経済犯罪の樋域で改めて上記のような確
認をなさなければならない状況であり，またわが国においても同様であろ
う。
　次のようなことはまずありえないであろうが，経済犯罪現象の不正確な
認識にもとづいて，机上の空論ともいえる単なる思い付き程度の立法提案
が一人歩きを始め，ついには新たな犯罪構成要件の創設に至るようなこと
があれば，収り返しがつかない・拝熊が休ずるのであり，また経済犯罪の実
態に侠1する無知が」舳司となって，適切な立法柑置が取られず，無為無策の
ままにr1帆の経済的な外活利益が侵一苫されつづけるようなことがあれば，
これは［llihしき問魑である。それ赦に，何よりもまず個個の経済分野にお
ける経済犯罪の，実態調査にもとづく研先が急務であり，そのために（経
済）犯罪学に期待されるところは非常に大きいといえる。
　一般的に言って，もちろん，犯罪学には，あらゆる犯罪について妥当す
る犯罪行動の一一般理論の定立（または仮説の提示）およびその検証といった
軍要な仔務があり，また社会政策的あるいは社会批判的な指導理論の捉唱
が犯罪学に求められることもある。しかし犯罪学に課せられた使命はそれ
のみではない。特に立法措置が急務とされるような領域においては，個個
の具体的な犯罪の防遇のための有用な犯罪構成要件の新設を目差して，犯
罪学が，実態調査による基礎的資料の獲得，その分析，それにもとづく犯
罪現象の正確な把握および犯罪原因の究閉のために，その全糖力を使い果
すほどの努力をなさなければならないような場合が存在することも確かで
ある。
　もっとも，上記のような調査研究はそう簡単なことではない。とりわけ
資料の獲得には種種さまざまな困難が付きまとうことであろう。特に経済
犯罪の頒域においては，筆者が指摘するように，経済犯罪の現象形態の正
確な把握のためには，それぞれの研究者がそれぞれの調査研究されるべき
経済部門の内幕に明るい人になることが前提条件とされる。しかし，この
ような前提条件を満たすことは，刑法学・犯罪学の研究に従事する者にと
っては，ほとんど絶望的とも思われる。それ敏に，幅広い人材を求めての
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学際的な研先の必製性が病感されるのである。
　ところで，西ドイツでは，最近，本稿においても言及されている補助金
犯罪を防過するために，「補助金詐欺」（ドイッ刑法第264条）の規定が新設
されるに至ったのであり，この規定の新設に際しては，本稿の筆者ティr
デマンによる実態調査を〃はえての調査研究が大きな影桝を与えたといわ
れている（Tiedemam，Subventionskrimina1it盆t　in　der　Bundesrepub－
1ik・／974．）。このような経過が，以上のような経済犯罪学的な司，笥査研究の
下要作を如実に物訊っている。　　　　　　　　（1978年12刀6日脱柵）
